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研究結果要約 

近年、食物アレルギーの発症に関して二重抗原曝露仮説が発表され、「食物抗原の経皮感作は食物

アレルギー発症につながる」可能性がある。本研究は家塵中鶏卵抗原量の予測因子を明らかにし、

また家塵中鶏卵抗原量が鶏卵アレルギーの発症と関連しているかを明らかにすることを目的とする。

山梨県のエコチル調査の 6 歳時詳細調査に参加する児を対象とし、屋内の清掃頻度や鶏卵摂取頻度

に関する質問票調査を実施した。さらに 2 週間の家塵中の鶏卵抗原を ELISA 法で測定し、家塵中の

鶏卵抗原量の予測式を作成した。2020 年 4 月現在、102 名から同意が得られ、その内 98 名から家

塵の回収し、87 名に対し ELISA 法による鶏卵抗原量測定が完了した。総鶏卵抗原量（μg）の中央

値は、1882.1（範囲 10.1～31294.0）であった。87 名の内、6 歳現在も鶏卵アレルギーがある者は 2

名、過去に鶏卵アレルギーがあった者は 11名であった。重回帰分析の結果、統計学的有意差はつか

なかったものの、総鶏卵抗原量の予測要因として、卵摂取頻度と同居人数が関連している傾向がみ
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られ、卵摂取頻度が多い場合や同居人数が多い場合に、総鶏卵抗原量が多い傾向がみられた。6歳児

の詳細調査の完了（2020 年 10 月）を待って最終的な鶏卵抗原量を予測するモデルを構築し、その

予測式を用いて乳幼児期の家塵中の鶏卵抗原量を予測し、それが鶏卵アレルギーの発症と関連して

いるかを検証する予定である。 

 

研究目的 

近年、食物アレルギーの発症に関して「食物抗原の経皮感作は食物アレルギー発症につながり、

経口摂取は経口免疫寛容を誘導して食物アレルギー発症を防ぐ」という二重抗原曝露仮説が発表さ

れた 1)。「経口摂取は食物アレルギーの発症を防ぐ」という仮説を受け、国立成育医療研究センター

のグループは、生後 6 カ月未満でアトピー性皮膚炎を寛解させることのできた乳児を対象に、生後

6 カ月から加熱全卵粉末による連日摂取の介入のランダム化二重盲検比較試験（PETIT スタディ）

を行った 2)。その結果、加熱全卵粉末摂取群は 1歳時における食物負荷試験（鶏卵）の陽性率が低か

った。 

二重抗原曝露仮説のもう一方の経路である「食物抗原の経皮感作は食物アレルギー発症につながる」

という仮説に関して、環境中の食物抗原に注目した研究は限られている。Brough らは 359 名の児

を対象とし「家塵中のピーナッツ抗原曝露は、ピーナッツアレルギー発症のリスクを高め、アトピ

ー性皮膚炎があるとその効果は高まる」と報告している 3)。しかし鶏卵アレルギーにおける家塵中

の鶏卵抗原と経皮感作については未報告である。ただし Trendelenburgらは、ドイツ在住の子ども

のいる家庭の家塵中の鶏卵抗原を測定し、家庭内で鶏卵を消費すると家塵中の鶏卵抗原も増加する

と報告している 4)。しかし家塵中の鶏卵抗原量を予測する要因として、実際の家庭での卵料理の摂

取頻度や清掃方法・頻度の検討はされていない。そこで本研究は、家塵中鶏卵抗原量の予測因子を

明らかにし、また家塵中鶏卵抗原量が鶏卵アレルギーの発症と関連しているかを明らかにすること

を目的とする。 

「家塵中の鶏卵抗原曝露が鶏卵アレルギーのリスクを高める」という仮説が検証されることで、

早期微量経口摂取以外の鶏卵アレルギーの発症予防アプローチが開発できることが期待される。こ
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のアプローチは、特殊な機器や薬剤を必要とせず、また有害事象の発生も考えにくいことから、専

門医の管理下でなくとも実施できると考えられる。したがって一般臨床医にとって有用な鶏卵アレ

ルギー発症予防法となる可能性がある。 

 

研究計画及び研究手法 

本研究は、環境省が実施している「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」の追

加調査として行った。本研究の母体であるエコチル調査は全国 15 地域在住の約 10 万人の児を対象

とした出生コホート調査であり、「環境要因が子どもの健康に与える影響を明らかにすること」を目

的として 2011年よりリクルートを開始した。当講座は、信州大学とともにエコチル調査甲信ユニッ

トセンターを担っており、約 4000 人を追跡中である。エコチル調査では、質問紙郵送法を用いて胎

児期より継続的に環境曝露、生活習慣、発達等を調査し、また一部の参加者（約 200 名）には詳細

調査として発達検査、医学検査、血液検査（卵白 IgE、オボムコイド IgE 含む）、訪問による自宅の

環境測定などを行っている。2019年 4月から 2020年 10月まで 6歳児の詳細調査を実施している。 

 

対象 

山梨県内のエコチル詳細調査に参加中の 6歳児、約 200 名 

 

倫理的配慮 

本研究は山梨大学医学部倫理委員会の承認を得ている（番号 1967）。 

対象者からは書面によるインフォームドコンセントを得ている。 

 

家塵中の鶏卵抗原測定 

対象者の保護者に 2 週間の家塵収集を詳細調査の際に依頼し、郵送にて回収した。回収した家塵

検体をふるい（2mm と 250μm）にかけ、ふるい下検体を fine dust として鶏卵抗原測定用検体と

した。鶏卵抗原測定は FASTKIT エライザ Ver.Ⅲ卵（日本ハム株式会社）を用いて行った。鶏卵抗

原濃度（μg/g dust）と fine dust (g)の積を総鶏卵抗原量とした。 
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質問紙調査 

家塵中の鶏卵抗原量を予測する要因や食物アレルギー（鶏卵）の有無などを聴取した。家塵中の

鶏卵抗原量を予測する要因としては、卵料理の摂取頻度、清掃頻度、同居人数、清掃範囲などを調査

した。 

 

統計解析 

総鶏卵抗原量は右に裾を引いた分布であったため、対数変換した。鶏卵抗原量を予測するモデル

を構築するため、総鶏卵抗原量を目的変数とした重回帰分析を行った。説明変数は先行文献を参考

に、卵料理の摂取頻度、同居人数、幼児の人数、清掃頻度、清掃範囲とした。解析は SAS 9.4を使

用した。 

 

計画通りには実施できなかった内容 

2020 年 4 月現在、6 歳児の詳細調査を実施中である。詳細調査の終了後に最終的な解析を行い、

鶏卵抗原量を予測するモデルを構築する予定である。その予測式を用いて乳幼児期の卵料理の摂取

頻度や清掃頻度から乳幼児期の家塵中の鶏卵抗原量を予測し、それが鶏卵アレルギーの発症と関連

しているかを検証する。 

 

結果と考察 

対象数 

2020年 4 月現在、詳細調査を受けた 102 名から本研究参加の同意が得られ、その内 98名から家

塵の回収をした。87名に対し ELISA 法による鶏卵抗原測定が完了した。以下、87名の解析結果を

示す。 

 

家塵中の鶏卵抗原量 

回収した家塵検体量の中央値は 16.7g（範囲 4.3～69.5g）、fine dust量の中央値は 3.3g（範囲 0.7
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～38.2g）であった。fine dustの鶏卵抗原濃度（μg/g dust）の中央値は、741.3（範囲 11.5～19158.8）

であり、総鶏卵抗原量（μg）の中央値は、1882.1（範囲 10.1～31294.0）であった。 

 

鶏卵アレルギー 

87 名の内、6歳現在も鶏卵アレルギーがある者は 2 名、過去に鶏卵アレルギーがあった者は 11名

であった。 

 

重回帰分析の結果 

以下に総鶏卵抗原量の予測要因の表を示す。統計学的有意差は認められなかったものの、総鶏卵

抗原量の予測要因として、卵摂取頻度と同居人数が関連している傾向がみられた。すなわち、卵摂

取頻度が多い場合や同居人数が多い場合に、総鶏卵抗原量が多い可能性を示唆する結果であった。

総鶏卵抗原量は、食卓などから床にこぼれ落ちた卵料理の一部である可能性が高いことを考慮する

と、総鶏卵抗原量と卵摂取頻度および同居人数の関連の傾向は、合理的な結果であると考えられる。

ただし、予測モデルとしては調整済み R2が 0.0053 と低く、鶏卵抗原量の予測モデルとしては、他

の影響因子を検討する必要性があるなど課題もある。さらに対象数を増やした検討が必要である。 
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表. 総鶏卵抗原量の予測要因   

          
  n β SE p 値 
切片 79 3.22  0.27  <.0001 
卵摂取頻度     

月 1～3 回 7 -0.04  0.26  0.89  
週 1～2 回 25 -0.08  0.18  0.67  
週 3～4 回 33 reference   

週 5～6 回 8 0.15  0.24  0.54  
週 7回 12 0.43  0.22  0.06  

同居人数     

2～3人 15 0.14  0.22  0.52  
4 人 34 reference   

5 人以上 36 0.25  0.16  0.12  
幼児人数 85 0.10  0.12  0.38  
清掃頻度     

週 1～2 回 40 reference   

週 3～5 回 20 -0.05  0.18  0.78  
週 6回以上 25 -0.23  0.17  0.18  

清掃面積(m2) 83 0.00  0.00  0.57  
調整済み R2 0.0053    

 

所期の結果が得られたか 

2020年 4 月現在、6 歳児の詳細調査を実施中であるため、最終的な解析はできていないが、予備

的解析からは総鶏卵抗原量の予測要因が明らかとなっている。6 歳児の詳細調査の完了を待って最

終的な鶏卵抗原量を予測するモデルを構築し、その予測式を用いて乳幼児期の卵料理の摂取頻度や

清掃頻度から乳幼児期の家塵中の鶏卵抗原量を予測し、それが鶏卵アレルギーの発症と関連してい

るかを検証する予定である。 

 

残された課題 

予備的解析から、総鶏卵抗原量の予測モデルは調整済み R2 が 0.0053と低く、このモデルで乳児

期の鶏卵抗原量を予測することは現時点では課題がある。どのように家塵中の鶏卵抗原量と鶏卵ア

レルギーの発症を検証するかは検討が必要である。 
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学会や論文発表等の予定 

2019年 4 月から 2020 年 12 月 

6 歳児のエコチル調査詳細調査に合わせて、家塵収集（約 200名）及び ELISA法による家塵中

鶏卵抗原の測定を行う。 

 

2021年 1 月以降 

データ解析を行い、論文発表執筆、学会報告を行う。 

 

今後の研究活動について 

2020 年 4 月現在、6 歳児の詳細調査を実施中であり、引き続き家塵検体の収集を継続する。6 歳

児の詳細調査の完了を待って最終的な鶏卵抗原量を予測するモデルを構築し、その予測式を用いて

乳幼児期の卵料理の摂取頻度や清掃頻度から乳幼児期の家塵中の鶏卵抗原量を予測し、それが鶏卵

アレルギーの発症と関連しているかを検証する予定である。 
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